



















































Some examples of financial literacy education in the university: 










































































































































































 （2 ）金融経済教育推進会議と金融リテラシ ・ー
マップ
　金融経済教育推進会議は、有識者並びに関係
省庁（金融庁、消費者庁、文部科学省）および
金融関係団体（全国銀行協会、日本証券業協会、
投資信託協会、生命保険文化センター、日本損
害保険協会、日本 FP 協会、日本取引所グルー
プ、運営管理機関連絡協議会）を代表する者等
から構成されている。設置目的は、研究会報告
書で示された課題（最低限習得すべき金融リテ
ラシーの内容の具体化および体系化、金融経済
教育に係る情報提供の体制の整備等、金融経済
教育を担う人材の確保・育成、効果測定）への
取組方針を取りまとめることである。
　その成果として、研究会報告書において示さ
れた 4 分野15項目からなる「最低限身に付ける
べき金融リテラシー」を、年齢層別に体系的か
つ具体的に記した金融リテラシー・マップが作
成された。そこには、身に付けるべき金融リテ
ラシーが示されており、金融教育を担う主体と
して自治体、業界団体、金融機関、NPO などが、
金融リテラシー・マップを活用する形で、小学
校、中学校、高校、大学などと連携して講座を
開いている11。
2.2 　金融リテラシー・マップの活用と金融教
育の課題
 （1）金融リテラシー・マップの活用の効果
　金融経済教育推進会議は、金融リテラシー・
マップの改訂版を2015年 6 月に作成し、「金融
リテラシー・マップ「最低限身に付けるべき金
融リテラシ （ーお金の知識・判断力）」の項目別・
年齢層別スタンダード（2015年 6 月改訂版）」
として公表している。全体としては38ページに
およぶものであるが、その主な内容を示したの
が表 5 である。
　前章で紹介した金沢大学の事例をはじめ、大
学における金融リテラシー教育の多くは、金融
経済教育推進会議の構成メンバーである各団体
を主体として、この金融リテラシー・マップに
準拠しておこなわれていると思われる。こうし
たマップが作成されることで、教育内容に関す
る情報共有が進むとともに、どのようなことを
どのように教えるべきかが見通しよく認識でき
るようになるという効果があると考えられる。
　また、大学教員だけではなく、外部講師によ
り授業がおこなわれることにより、アクティブ
ラーニングを効果的におこなえたり、教材の開
発を共同でおこなえたりすることで、「授業を
通して学んだ知識を、実際の生活場面で活用で
きる」という教育目標をより達成できるという
メリットも期待される。
 （2）金融教育の課題
　少子高齢化により、公的年金のみでは老後の
生活資金の確保が困難なことが明らかな日本に
おいて、金融リテラシーは、金融商品の消費者
にとって不可欠な、お金に関する知識・判断力
を提供するスキルといえる。なぜなら、金融商
品の消費者は、金融リテラシーの向上により、
「早期に自らの生活設計を明確化するとともに、
自らのニーズに応じて、多様な金融商品を適切
に利用選択することが求められている」からで
ある12。
 長期にわたって超低金利が続く日本の状況に
おいては、金融リテラシーの向上により、「家
計が保有する金融資産におけるリスク資産（収
益性資産）のシェア」の上昇が期待されてきた。
図 1 は、日米欧の2017年 3 月末の家計の金融資
産構成である。図 1 から、リスク資産シェアを
家計の金融資産保有に占める株式と投資信託の
シェアとして計算すると、リスク資産のシェア
は、日本の15.4％に対しアメリカは46.8％と、 
11　金融経済教育推進会議の構成メンバーである各団体を主体とした金融教育へのさまざまな取組がおこなわれてい
る。詳細は、観音寺 [2016]、pp.104-105を参照。
12　福原 [2016]、p.20を参照。
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 3 倍程度の差がある。このような日米の大きな
差について、日本の家計の金融リテラシーの低
さが要因の一つとして指摘されている。
　ただし、日米両国のリスク資産の保有シェア
に大きな差が生じている背景には、統計上の技
術的な問題や家計の所得格差の大小、確定拠出
年金制度の成熟度などいくつかの要因が考えら
れる。統計上の問題については福原 [2016] に
よると、①日米の家計の範囲の違い（個人企業
と対家計民間非営利団体の取扱い )、②米国の
家計の株式・出資金には、家計の個人企業への
出資金が含まれ、さらにそこに個人企業の金融
純資産だけでなく実物資産を含んだ純資産が計
上されていること、により米国家計の株式・出
資金の額が日本に比べてかなり大きくなってい
るということである13。
　福原 [2016] の試算によると、日米家計のリ
スク資産の保有シェアを資金循環統計で比較す
ると、2015年 6 月末で、米国48％、日本16％で
あったが、前述の統計上の問題を調整して再計
算すると、米国のリスク資産シェアは31％に低
下する14。
　ただし、このように統計上の問題の影響を取
り除いても、日米家計のリスク資産シェアの差
は 2 倍程度あるということになる。
　また、図 2 に示したように、2005年から2015
年にかけて、リスク（図 2 では「収益性」と表
示）資産のシェアは10％から15％の間を上下し
ており、家計が保有する金融資産におけるリス
ク資産（収益性資産）のシェアは、高まったと
図 1 　家計の金融資産構成（2017年 3 月末）
13　日米家計のリスク資産保有の違いを説明する要因として、①統計上の問題、②金融資産・負債構造の違い、③確定
拠出年金制度の違い、④金融リテラシーの問題、が考えられるとされる。詳細は、福原 [2016]、pp.6-8を参照。
14　計算方法は、日本銀行 [2003] によっている。
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はいいがたい状況である。もし、この数値から
金融リテラシーの向上度が推測されるとした
ら、そうした状況ではないことを示しているこ
とになる。
　しかし、リスク資産の保有シェアには、株価
の低迷など金融リテラシー以外の要因も大きく
影響していることを考慮する必要がある。した
がって、これらのデータは、金融リテラシーの
涵養は、単純にリスク資産シェアを上昇させる
というものではないことを示唆しているとみる
べきであろう15。
　それでは、米国家計の金融リテラシーは日本
と比べてどれほど高いといえるのだろうか。米
国では、2008年の金融危機を踏まえて、2011年
に連邦政府機関から構成される金融教育委員会
によって、金融教育に関する国家戦略が全面的
に改定され、また、金融教育に関する大統領諮
問委員会が設置され、低所得者層や若年者層な
どの金融教育の必要性が高いと思われる消費者
への教育活動が進められている。
　しかし、金融リテラシー教育の効果測定など
については、日米とも調査・研究が本格化して
日が浅いため、日米家計のリテラシーの比較可
能なデータの蓄積が不足している状況である。
そうした状況ではあるが、福原 [2016] では、
いくつかの調査・文献を紹介し、米国家計の金
融リテラシーもそれほど高くないといえると結
論付けている16。
　一方、これらの調査からは、「金融リテラシ ・ー
レベルと老後資金形成に向けた行動の実行率に
明確な正の相関関係が認められた。このことは、
老後に向けた自立的な生活設計・資金形成にお
図 2 　日本の家計の金融資産保有の特性別シュア
15　他の要因については、注13を参照。
16　福原 [2016]、pp.20-23を参照。
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いても、金融リテラシーの向上が不可欠である」
という分析結果も得られている17。
　おわりに、簡単にまとめておく。金融教育の
教育目標は、「金融リテラシーの向上により、
消費者としての個人が適切な金融商品の選択の
ために必要となるお金に関する知識・判断力を
提供する」ことであると考えられる。そして、
金融リテラシーに関する調査結果から考えられ
る課題として、そうした教育目標を達成するた
めに、アクティブラーニングなどの援用も含め
た、教育方法の一層の改善など、継続的な努力
が必要とされているといえるだろう。
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